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2-2 社会増減に関する要因分析 
 
2-2-1 北海道の社会増減の現状 
総務省「住民基本台帳人口移動報告」より、北海道における社会増減（転入者数－転出者数、日本人の

み）の推移をみると、1960 年以降、1995 年の 1年間を除く全ての年で転出超過（社会減）となっている
（図表 2-2-1）。 

【図表 2-2-1 北海道の社会増減数の推移】 

 
2023 年の社会増減は▲5,527 人であったが、これを男女別にみると、男性▲1,594 人に対して女性▲

3,933 人と、女性の流出傾向が著しい（図表 2-2-2）。 

【図表 2-2-2 北海道の社会増減数 男女別の推移】 
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全国的な傾向として、女性の社会増減の方が男性に比べて多い傾向にあるが、北海道はその傾向が他
県と比較しても大きく、女性の社会減少数が男性の 2.47 倍であるという比率は、全国 47 都道府県でも
5 番目に大きい（図表 2-2-3）。加えて、女性の社会減少数の実人数では北海道が全国で最多となってい
る。他地域では、首都圏に隣接する福島県・新潟県・静岡県や、三大都市圏いずれへの転出も多い広島
県、福岡県への転出が多い長崎県などで女性の社会減少数が多い。 

【図表 2-2-3 都道府県別 男女別社会増減数（2023 年）】 

 
また、2022 年の社会増減の内訳を年代別にみると、15-29 歳の合計が▲6,095人となっており、この

年代だけで全体の社会減少数を超える数字となっている（図表 2-2-4）。 

【図表 2-2-4 北海道の年代別の社会増減数（2023 年）】 
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社会増減の要因として、寄与が大きい 15-29歳については大きく①進学に伴う転出入、②就職に伴う
転出入が挙げられる。また、ライフステージが子育て世帯へと進むことで③住宅取得に伴う転出入の影
響も考えられる。以下では、これら 3つの要因について、既存統計を用いた検証を行う。 
なお、自然増減の分析とは異なり、社会増減については、進学や就職といった転出の原因そのものは

明確であることから、関連性の高い公的統計に分析の対象を絞っている。一方、進学や就職に至るまで
の内部要因については、個々人の意思決定に依るところが大きいため、そうした意思決定プロセスの考
察については、次項のアンケート調査により分析を行う。 
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2-2-2 進学による転出入 
総務省「住民基本台帳人口移動報告」によると、大学進学の年代にあたる 15-19歳の社会増減は 2023

年で▲658 人となっている。 
一方、文部科学省「学校基本調査」の「出身高校の所在地県別入学者数」より、「道外の高校から道内

の大学への進学者数（進学による転入）」と「道内の高校から道外の大学への進学者数（進学による転出）」
の差をとると、2022 年度では▲2,684 人（進学転入 4,724 人、進学転出 7,408 人）と、上記の数値よりも
社会減が大きい。これは、進学で転出しても住民票を移さない学生が一定数いることを反映していると
考えられる。 
大学の所在地別にみると、東京圏（埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県）へ▲2,445 人で、ほとんどが

東京圏の大学への流出となっている（図表 2-2-5）。2018～2023 年度の推移をみると、東京圏への進学に
伴う社会減の傾向は、年々拡大していることがわかる（図表 2-2-6）。 
なお、北海道から首都圏への転出者向けアンケート（詳細は後述）の結果によれば、進学先として首都

圏の大学を選択した理由（複数回答）としては「やりたい分野や学問など希望する学校だったから」が約
6 割、「自分のレベルに合う進学先だったから」が約 4 割と続いたことから、自らの希望や自分に合った
選択肢を大学選びに求めていることがわかる。 

【図表 2-2-5 北海道の高校から国内の 4 年制大学への進学 都道府県別社会増減数】 

 

【図表 2-2-6 北海道の高校から国内の 4 年制大学への進学 社会増減数の推移】  
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2-2-3 就職による転出入 
文部科学省「学校基本調査」より高卒就職者の就職先の動向をみると、道内高校の卒業生の都道府県外

就職率は 5.88％と全国で東京都に次いで 2番目に低く（全国平均は 17.83％）、多くの高卒就職者は道内
に留まっていることがわかる。 
一方、上述の進学と同様の方法を用いて、「道外の高校から道内への就職者数（就職による転入）」と

「道内の高校から道外への就職者数（就職による転出）」の差をとると、2023年度では▲216 人（就職転
入 167 人、就職転出 383 人）と、社会減になっている（図表 2-2-7）。 
社会減少の幅は年々小さくなっているものの、これは母数である高卒就職者数が年々減少しているこ

とも大きいと考えられる（図表 2-2-8）。 

【図表 2-2-7 北海道の高校から国内での就職 都道府県別社会増減数】 

 

【図表 2-2-8 北海道の高校から国内での就職 社会増減数の推移】 
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なお、大卒就職者の就職先の都道府県については、学校基本調査で捕捉しておらず、同様の分析方法
を用いることができない。そこで、一般的に大学卒業者が含まれる年代である 20-24歳について、2020
年国勢調査の人口移動集計を参照し、分析を行う。 
国勢調査では現住地に加え、前回調査時に住んでいた地域（5年前の常住地）を問う項目があり、実

質的な転入超過数を試算することが可能である。この統計は、業務統計である住民基本台帳人口移動報
告と異なり不詳データが存在するなどのデメリットはあるものの、住民票を移さずに転居することも多
い学生の移動を捕捉するには適した統計だといえる。 

2020年調査の結果をみると、北海道における 20-24 歳の転入超過数は▲4,682 人である（図表 2-2-
9）。これは 5 年分の移動人口なので、単年に換算すると▲936 人となる。男女別では男性が▲1,221人
（年▲244 人）、女性が▲3,461 人（年▲692 人）で、女性の流出が 2.83 倍となっている。 
流出先をみると東京圏（埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県）へ▲7,566人（年▲1,513 人）で、それ

以外の地域からはむしろ転入者の方が多い。 
北海道から首都圏への転出者向けアンケートの結果によれば、首都圏の企業で就職した理由（複数回

答）として「希望する就職先があったから」が約半数で最も多い。また、居住地として首都圏を選んだ
理由（複数回答）では「就職先の選択肢が多いから」が約半数で最も多い。首都圏における選択肢の多
さ（北海道での選択肢の相対的な少なさ）が、進学理由と就職理由に共通する点であり、この年代の深
刻な流出を招いている大きな要因であると考えられる。 

【図表 2-2-9 北海道から各都府県に対する転入超過数（2015→2020 年、20-24 歳）】 
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次に総務省・経済産業省「経済センサス活動調査」より、北海道内の民間事業所数の増減をみると、石
狩・上川・十勝・根室の 4管内で 5年前と比較して事業所数が増加している（図表 2-2-10）。石狩・上川・
十勝管内では中心市である札幌市・旭川市・帯広市が、根室管内では中標津町の増加が地域を牽引してい
る。 
一方、総務省「国勢調査」より 20-49 歳の従業地による就業者数の増減をみると、14 管内全てで 5年

前と比較して就業者数が減少している（図表 2-2-11）。2つの指標の相関関係は 0.30 で、わずかに正の相
関がみられる（サンプル数は道内 179 市町村、以下同様）。 

【図表 2-2-10 振興局別 北海道の民間事業所数の増減】（左） 

【図表 2-2-11 振興局別 北海道の従業地による就業者数の増減】（右） 
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 総務省「住民基本台帳人口移動報告」より 2015～2020 年の 20-49歳の転入超過率の平均をとり（図表
2-2-12）、従業地による就業者数の増減との相関をみると、相関係数は 0.49で、中程度の正の相関がみら
れた（図表 2-2-13）。雇用機会の創出により、人口の流出が一定程度抑えられていることがわかる。 

【図表 2-2-12 振興局別 北海道の転入超過率（2015→2020 年、20-49 歳）】（左） 

【図表 2-2-13 就業者数の増減と転入超過率との関係性】（右） 
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2-2-4 住宅所得に伴う転出入 
子育て世帯に相当する、0-39 歳までの年代の社会増減率をみると、石狩管内を除きほとんどの地域・

年代で社会減となっている（図表 2-2-14）。ただし減少率は一様ではなく、中核都市から距離のある檜山・
留萌・宗谷・日高・根室管内では高卒就職・大学進学にあたる 10 代での社会減少が大きい一方、比較的
中核都市に近い後志・空知管内では大卒就職にあたる 20 代での社会減少が大きい。また、十勝管内では
10～20 代での社会減が相対的に緩やかで、30代では社会増となっている。 

国土交通省「住宅着工統計」より新設住宅着工戸数の動向をみると（図表 2-2-15）、人口比での住宅
着工戸数は、30-39歳の社会増減との相関係数が 0.49 と中程度の正の相関をもつ（図表 2-2-16。サンプ
ルを 14 振興局とすると 0.92で、強い正の相関を示す）。 

【図表 2-2-14 振興局別 各年代別の社会増減率（2014→2019 年）】（左） 

【図表 2-2-15 振興局別 人口 1 万人あたり新設住宅着工戸数】（右） 

 

【図表 2-2-16 新設住宅着工戸数と子育て世代の転入超過率との関係性】  
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2-2-5 圏域別の社会増減の分析 
道内の各圏域間での人口移動をみると、2023 年の札幌市以外の 178 市町村から札幌市への転出超過は

11,753 人となっており、札幌市への一極集中が進んでいることがわかる（図表 2-2-17、次ページ）。ま
た、道央圏域だけでみても、札幌市に対して年間 5,006 人の転出超過が発生している。 
また、その他の圏域についても、道南圏域各地から函館市に 437 人、道北圏域各地から旭川市に 813

人、オホーツク圏域各地から北見市に 379 人、十勝圏域各地から帯広市に 89 人、釧路・根室圏域各地か
ら釧路市に 323 人と、いずれも中核都市へ転入する動きがみられている。また、釧路・根室圏域からは
十勝圏域に 224 人、オホーツク圏域からは道北圏域に 106 人と、より札幌から離れた圏域から、近い圏
域への人口移動も一定数みられている。 

【図表 2-2-17 道内各圏域別の転入超過数（2020～2023 年、次ページに続く）】   



53 
 

 
道外との人口移動をみると、全ての圏域で転出超過となっており、その大半は東京圏（埼玉県、千葉県、

東京都、神奈川県）への転出となっている（図表 2-2-18）。 

【図表 2-2-18 道外に対する転入超過数（2023 年）】 
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道央圏域は「中核都市以外の地域」「中核都市」「東京圏」の 3地域、その他の圏域はそこに「札幌
圏」を加えた 4 地域に絞って人口移動を示したのが図表 2-2-19である。数値は純転入数で、転入数か
ら転出数を差し引いてプラスになっている方向に矢印を引いており、線の太さは純転入数の大きさに比
例させている。 
各圏域から札幌市・札幌圏への人口移動と比較すると、札幌市から東京圏への移動数は相対的に少な

く、北海道全体でみると札幌市は道外への人口流出をとどめる機能（いわゆる「人口のダム機能」）を果
たしているといえる。また、直近数値では札幌圏への人口移動が多いものの、近年では、十勝圏域におい
て、帯広市以外の各市町村からの転出先として札幌圏よりも帯広市を選択する傾向が見られることから、
帯広市にも「人口のダム機能」が確認できる。最も本州に近い道南圏域の函館市は、転出超過数が札幌圏
へ 886 人、東京圏に 446 人と他の圏域に比べて東京への流出率が高い。 

【図表 2-2-19 各圏域における圏域内・圏域外の人口移動（2023 年）】 
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年別の推移をみると、道内各圏域間の人口移動は、2014～2023年の間では傾向の変化はみられなかっ
た。毎年道内各地から札幌市へ 1万人以上の転出超過となっている（図表 2-2-20）。 

【図表 2-2-20 道内各圏域別の転入超過数の推移】 

 
一方で、道外との人口移動は、新型コロナ禍のあった 2020 年に明らかな変化がみられる（図表 2-2-21, 

22）。三大都市圏への転出超過が激減し、名古屋圏（岐阜県、愛知県、三重県）に対しては 2020～2022
年まで転入超過となっていた。ただし 2023 年には再び転出超過となり、コロナ禍以前の人口移動に戻り
つつある。 

【図表 2-2-21 道外に対する転入超過数の推移（圏域別）】（上） 

【図表 2-2-22 道外に対する転入超過数の推移（全国地域別）】（下） 
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社会増減の全体の推移をみると、毎年数千人程度の外国人の流入が存在するためやや傾向は異なる（図
表 2-2-23, 24）。2022 年には、コロナ禍での入国制限が緩和・撤廃されたことで、観光地を擁する地域を
はじめ、留学生や技能実習生等の入国で外国人の流入が大幅に増加し、全道でみても社会増となった 5。 

【図表 2-2-23 道内各圏域別の社会増減数の推移】（上） 

【図表 2-2-24 道内各圏域別の社会増減率の推移】（下） 

  

 
5 日本人人口に限った場合の社会増減は、1960 年以降 1995 年を除き一貫して社会減となっていることは前述の通りであ
る。 


